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Ｆ・Ｆ型行政組織見直しの概要

Ⅰ Ｆ・Ｆ型行政組織見直しの趣旨

Ｆ ・ Ｆ 型行政組織については、「 社会経済情勢の加速度的な変化」 や「 分権型社会の

進展」、 県行政に対する 「 県民ニ ーズの多様化・ 高度化」、「 県行財政環境の厳し さ 」

など 、 現下の時代状況を踏ま え、 こ れにふさ わし い 「 組織運営シス テ ムの変革」 と 同

時に 、 時代状況に対応でき る 「 職員の意識転換」 を 図る趣旨から 、 こ れま での組織や

職制に係る制度を一旦「 オ ールク リ ア 」 し 、 新たな組織の再構築を行う ために 、 平成

１ ５ 年度から 全庁的に導入し たも のである 。

本組織の運営にあた っ ては、 こ れら の趣旨を踏ま え 、 職員の意識改革や業務シス テ

ム改革など 、 具体の取組みを実施し てき た と こ ろ であり 、 各種申請の処理時間短縮に

よ る県民サービ ス の向上や、 職員数の削減によ る人件費の圧縮等行財政改革への効果

も表れて いる など 、 概ね所期の成果を上げている ものと の評価を得ている と こ ろ であ

るが、導入から ５ 年目を迎えた今日においても 、未だ、「 わかり に く い、馴染みに く い」

等の声やＦ ・ Ｆ 型行政組織導入の趣旨目的に沿っ た業務運営が十分になさ れていない

と いっ た指摘が見受けら れる と こ ろ である 。

こ のよ う なこ と か ら 、 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の一層の深化を図り 、 趣旨目的に沿っ た運

営を着実に推進し てい く た め、 今回、 こ れま での取組みにおける課題等を再度整理・

検証し た と こ ろであり 、 そ れら の結果等を踏ま え、「 わかり やすく 親し みやすい県政の

実現」を目指すと と も に 、「 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の導入目的に沿っ た運営の更なる定着化」

を図る こ と を 基本と し て 、組織の改編を含め、そ の運営や取組み等の改善を行う など 、

必要な見直し を実施する も のである 。

《導入の目的》

① 「 政策を基本」 と し た組織運営

② 「 ス ピ ード 感」 のある組織運営

③ 「 柔軟な」 組織運営

④ 「 現場を重視」 し た組織運営

⑤ 「 職員能力と 組織総合力の向上」 が図ら れる組織運営

Ⅱ Ｆ・Ｆ型行政組織見直しの基本的考え方

「 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の運営状況の検証」 結果等を踏ま え、 以下の「 見直し の方針」

に基づき 、 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の見直し を行う こ と と する 。
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《見直しの方針》

○ 県行政を取り 巻く 環境は、 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織導入時と 何ら 変わる も のではない

こ と 、 ま た 、 検証において 「 迅速な意思決定、 職員の士気向上、 弾力的な組織運

営、 部局横断的な連携など の面で改善が図ら れる と と も に 、 職員の意識改革を促

進し 、 政策形成能力や業務遂行能力の向上が図ら れる など 、 全体と し ては一定の

成果を上げた と 考えら れる 。」 など の評価を得た こ と から 、 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の理

念や基本的な枠組み等は継承する こ と と する 。

○ 一方で、 以下のよ う な課題が見ら れる こ と から 、 こ れら の課題に的確に対応し

た組織改編を 行う と と も に 、 Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の理念の浸透や職員の意識改革を

更に進め、 よ り 効果的な組織運営を行う こ と と する 。

【検証結果における主な課題】

① 組織及び職の名称がわかり に く い。

② 各職位の役割・ 機能が十分に認識、 発揮さ れていない面がある 。

③ チ ェ ッ ク 機能が十分確保さ れていない例が見ら れる。

④ 組織内での課題・ 情報等の共有が不十分な面がある。

⑤ 現場重視の組織運営が十分になさ れていない面がある 。

Ⅲ Ｆ・Ｆ型行政組織改編のポイント

１ 組織及び職制改正

（１）組 織

本庁機関における現行の「 領域」 及び「 グ ループ 」 を廃止し 、 新たに 「 総室」・

「 局」 及び「 課」・「 課内室」 に再編する 。

① 総室・局

設定等の基本的考え方 ○ わかり やすさ を 重視し た名称と する 。

○ 状況の変化に迅速に対応でき る柔軟性と 統一性を確

保し ながら 、 複数の課を包含し 、 一定の政策範囲を分

担する 。

○ 職員の所属と する と と も に 、 原則、 県内部での事務

処理上のみに使用する 。

再編内容 現行「 ３ ６ 領域」 ⇒ 「 ３ １ 総室・ ２ 局」
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② 課（課内室）

設定等の基本的考え方 ○ わかり やすさ を 重視し た名称と する 。

○ 柔軟性、 ス ピ ード 感、 専門性等を確保し ながら 、 施

策目的の関連性・ 類似性を基準と し て、 一定の施策範

囲を分担する 。

○ 少人数のグループ の統合や現行グループ の業務見直

し など によ り 課へ再編する。

再編内容 現行「 １ ６ ６ グループ 」 ⇒ 「 １ ３ ２ 課」

※ 議会事務局除く

（２）職 制

基本職制と し て 、 部長－政策監・ 総括参事－参事－グループ員の職制から 、 部

長－政策監・ 次長（ ○○担当） －課長－副課長－課員の職制に再編する 。

① 再編等の基本的考え方

○ わかり やすさ を 重視し た名称と する 。

○ 対外的には総室の長と し て 、「 次長（ ○○担当）」 を使用する 。

○ チ ェ ッ ク 機能の強化のため、 ラ イ ン 職制である副課長を新設する する と と

も に 、 係長は設けず課員はフ ラ ッ ト 型職制を継続し 、 ラ イ ン型と フ ラ ッ ト 型

と のバラ ン スがと れた職制と する 。

○ 各職位ご と の役割、 機能を明確にし た職制と する 。

○ 課長、 副課長など に職名を変更する こ と は、 従来の課制に戻すこ と ではな

く 、 各職位ご と の役割・ 機能は、 基本的にＦ ・ Ｆ 型行政組織におけるも のと

同様と する 。

② 再編内容（基本形）

〔現行組織〕
部    長 政策監・総括参事 参    事 グループ員

（領          域）

〔改編組織〕
部    長 政策監・次長（担当） 課  長  等 副    課    長 課      員

（総             室）

（グ      ル      ー      プ）

（課                       等）
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③ 基本職制及び役割・ 機能

職 位 基本的な機能・ 役割

部 長 １ 部の総括責任者

２ ト ッ プ ・ マ ネジメ ン ト の支援

３ 特に重要な案件に関する意思決定 など

局 長 １ 局の総括責任者

２ ト ッ プ ・ マ ネジメ ン ト の支援

３ 部局横断的な調整

４ 重要な案件に関する意思決定

政 策 監 １ 部全体に係る政策形成・ 調整

２ 部長官房業務の総括

３ 部局横断的な調整

４ 重要な案件に関する意思決定

５ 総室の責任者（ 総括、 進行管理、 危機管理等） など

次長（ ○○担当） １ 総室等の責任者（ 総括、 進行管理、 危機管理等）

（ 現総括参事級） ２ 部局横断的な調整

３ 重要な案件に関する意思決定 など

課 長 １ 課・ 室の責任者（ 総括、 進行管理、 危機管理等）

課 内 室 長 ２ 基本的業務に関する意思決定

（ 現参事級） ３ 課・ 室員に係る機動的な業務の再配分

４ 関係機関と の調整 など

部 主 幹 １ 実務レ ベルで部全体の企画・ 調整や部長官房機能を担当

企 画 主 幹

総 括 主 幹 １ 実務レ ベルで総室・ 局全体の企画・ 調整機能

２ 課長の意思決定支援

３ 課長の代理代決機能 など

主 幹 １ 特命的事項等への対応

２ 課長の意思決定支援

３ 課長の代理代決機能 など

副 課 長 １ 課内業務の総合的・ 横断的なチェ ッ ク 機能
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（ 現副主幹級） ２ 課長の意思決定支援

３ 課長の代理代決機能

４ 課内業務の進行管理

５ 課員の育成

６ 課内の情報共有化の配慮 など

主 任 主 査 １ 課内業務の進行管理

２ 特定事務の担当（ 業務量に配慮）

３ 課員の育成

４ 課内業務のチェ ッ ク 機能

５ 課長の意思決定支援

６ 課内の情報共有化の配慮 など

主 査 １ 実務処理（ よ り 主体的な業務遂行）

副 主 査

主 事

《改編組織の展開イメージ》

別紙「 Ｆ ・ Ｆ 改編組織の展開イ メ ージ」 参照

２ 主な課題への対応

検証結果における主な課題に対応する ため、 以下の措置を講ずる こ と と する 。

① 組織及び職の名称に関する課題への対応

○ 現行の 「 領域」 及び 「 グ ループ 」 を 廃止し 、「 総室」、「 課」 等に再編する

と と も に 、 業務と の関連性に配慮し た名称に変更する など 、 わかり やすさ を

重視し た組織改編を行う 。

○ 現行の「 総括参事」 を 「 次長（ ○○担当）」、「 参事」 を 「 課長」、「 副主幹」

を「 副課長」 に改正するなど 、職責等に応じ たわかり やすい名称に変更する 。

○ 現行の「 主幹」 及び「 主任主査」 に ついては、 そ の職務等が明確と なる よ

う 担当制を採用する 。

○ 名称に関連し 、「 ど の部署に行けばよ いのかわから ない 」と の指摘を踏ま え、

案内窓口機能の仕組みを構築する 。
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② 各職位の役割・機能に関する課題への対応

○ 各職位の役割・ 機能が発揮さ れる よ う 、 各職位ご と の役割等を明確化し 、

そ れら に応じ た対応を徹底する 。（ 上記「 基本職制及び役割・ 機能」 参照）

○ 特に 、 主幹・ 副課長・ 主任主査については、 そ れぞれの職位に応じ た役割

・ 機能を明確に区分する 。

③ チェック機能に関する課題への対応

○ 総合的・ 横断的なチェ ッ ク 機能を担う 副課長を必置で配置する 。

○ 副課長、 主任主査の役割と し て規則等に明確に位置づける 。（ 特に副課長）

○ 副担当によ る一次チェ ッ ク 、 主任主査によ る二次チ ェ ッ ク 、 副課長によ る

三次チ ェ ッ ク 体制について、 規則等に明確に位置づける と と も に 、 そ の徹底

を図る 。

④ 課題・情報等の共有に関する課題への対応

○ 主任主査の主たる役割と し て 、 進行管理を規則等に明確に位置づけ、 課題

・ 情報等の共有化を徹底する 。

○ 各種連絡調整会議、 ミ ーテ ィ ン グ等の充実を図る 。

○ 事後回覧方式の活用や会議資料の配付など によ り 、 課題・ 情報等の共有化

を徹底する 。

○ イ ン ト ラ ネッ ト の情報共有シス テムの更新によ る電子フ ァ イ ルの共有化、

グ ループ掲示板の活用等を徹底する 。

⑤ 現場重視の組織運営に関する課題への対応

○ 各種研修の実施等によ り 、 県民の視点に立っ た業務遂行がなさ れる よ う 、

職員の意識改革を よ り 一層進める 。

○ 本庁組織の最前線である課長へ現参事相当の権限を付与し 、 現場の状況に

応じ た対応を行う 。

○ 現場状況を踏ま えた機動的な人員の再配置、 業務再配分を行う 。

○ 地域課題の共有と 連携・ 協働の仕組みの充実を図る 。

３ 出先機関におけるグループ制の見直し

グ ループ 制を導入し ている出先機関については、 現行の「 グ ループ 」 を 廃止し 、

新たに 「 課」 等を設置する 。 そ の際、 少人数のグ ループ の統合や現行グループ の業

務見直し など に よ り 、 現行の括り についても必要に応じ て見直すこ と と する 。
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Ⅳ Ｆ・Ｆ改編組織の概要

１ 組織再編の概要〔 議会事務局を除く 本庁機関〕

Ｆ ・ Ｆ 型行政組織の導入目的に沿っ た運営や職員の意識改革を更に進め、 よ り 効

果的な組織運営を行う ため、 現行体制の３ ６ 領域１ ６ ６ グ ループ ２ 複合的組織につ

いて、統合・ 分割や業務見直し 、今後の政策課題に対応し た組織の新設など によ り 、

３ １ 総室２ 局１ ３ ２ 課（ １ ９ 課内室） ２ 複合的組織に再編し た。

［ ３ 領域３ ４ グループ の削減］

《各部局ごとの再編内容》

部 局 等 名 再 編 内 容

知事直轄 １ 領域４ グループ １ 複合 ⇒ １ 総室４ 課（ １ 室） １ 複合

総務部 ４ 領域１ ８ グループ ⇒ ４ 総室１ ５ 課（ ２ 室）

企画調整部 ４ 領域１ ２ グループ １ 複合 ⇒ ３ 総室１ 局１ ３ 課１ 室１ 複合

生活環境部 ５ 領域１ ９ グループ ⇒ ４ 総室１ ３ 課（ ４ 室）

保健福祉部 ４ 領域１ ５ グループ ⇒ ４ 総室１ ２ 課（ １ 室）

商工労働部 ３ 領域１ １ グループ ⇒ ２ 総室１ 局１ １ 課

農林水産部 ５ 領域２ ９ グループ ⇒ ５ 総室２ ３ 課（ ３ 室）

土木部 ６ 領域２ ３ グループ ⇒ ６ 総室１ ６ 課（ ４ 室）

出納局 ５ グループ ⇒ ４ 課（ １ 室）

企業局 ３ グループ ⇒ ３ 課

病院局 ２ グループ ⇒ ２ 課

教育庁 ４ 領域１ ８ グループ ⇒ ２ 総室１ ０ 課２ 室

選挙管理委員会事務局 １ グループ ⇒ 廃止（ 担当）

監査委員事務局 ３ グループ ⇒ ３ 課

人事委員会事務局 ２ グループ ⇒ ２ 課

労働委員会事務局 １ グループ ⇒ １ 課

合 計 ３ ６ 領域１ ６ ６ グループ ２ 複合

⇒

３ １ 総室２ 局１ ３ ２ 課（ １ ９ 室） ２ 複合

削 減 数 ３ 領域３ ４ グループ

※ 「 複合」 は「 複合的組織」 を表す。
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２ 具体の改編組織

《本庁機関》
（１）知事直轄

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■広報・広聴機能の一層の連携強化を図るため、県政広報グループと県政広聴
グループを統合し広報課とするとともに、県民への案内窓口機能を明確にするた
め課内室として県民広聴室を設置する。
■総合安全管理施策の充実のため、総合安全管理課を設置する。

１領域４グループ１複合的組織 １総室４課（１室）１複合的組織

知事公室 知事公室
1 秘書グループ 1 秘書課
2 政策調査グループ 2 政策調査課

1 総合安全管理課

3 県政広報グループ 3 広報課
4 県政広聴グループ

総合安全管理室

（１）〔県民広聴室〕

総合安全管理室
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（２）総務部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

1 職員研修グループ

■公有財産の有効活用、運営の合理化・効率化、収入確保等を図るため、公有
財産グループと総務予算グループの一部を統合し、財産管理課を設置する。
■県税務行政の効率化のため、税務企画グループと課税収税グループを統合し
税務課を設置する。
■業務処理の集中化等による業務改革を推進するため、庶務業務改革推進室を
新設する。

市町村領域
1 市町村行政グループ
2 市町村財政グループ

人事総室

文書管財総室

市町村総室
1 市町村行政課
2 市町村財政課

3 公立大学法人グループ
4 施設管理グループ

人事領域

文書管財領域

4 福利厚生グループ
5 給付グループ

1 文書法務グループ
2 私立学校グループ

2 行政経営グループ
3 人事グループ

2 入札監理課

4 財産管理課

1 文書法務課
2 私学法人課
（１） 〔公立大学法人室〕
3 施設管理課

４領域１８グループ ４総室１５課（２室）

3 財政課
4 税務企画グループ 4 税務課

財務領域 財務総室
1 総務予算グループ 1 総務課
2 入札改革グループ

5 課税収税グループ

3 財政グループ

（１）〔庶務業務改革推進室〕

4 職員厚生課
3 人事課

2 行政経営課
1 職員研修課

6 税務システムグループ
7 公有財産グループ

5 税務システム課
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（３）企画調整部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

3 スポーツグループ

企画推進室 企画推進室

3 スポーツ課

教育庁生涯学習領域
1 施設運営グループ
2 生涯学習文化グループ

（１）〔ﾌﾘｰｽﾀｲﾙｽｷｰ世界選手権
  大会支援室〕

1 県民文化グループ 1 文化振興課
2 文化振興グループ 2 生涯学習課

1 地域政策課

生活環境部文化領域 文化スポーツ局

3 統計企画グループ 3 統計分析課
4 統計調査グループ 4 統計調査課

４領域１２グループ１複合的組織 ３総室１局１３課１室１複合的組織

2 計画評価グループ 2 総合計画課

企画調整総務領域 企画調整総室
1 総務企画グループ 1 企画調整課

地域づくり総室

2 電子社会推進グループ 2 情報政策課

3 エネルギー課

空港領域
商工労働部へ移管

1 空港交流グループ

情報統計領域 情報統計総室

1 地域政策グループ

■全庁的な政策調整機能及び新たな政策課題への対応を強化するため、業務を
再編・整理し、企画調整課を設置する。
■長期総合計画に関する業務に特化させるため、業務を再編・整理し、総合計画
課を設置する。
■観光交流 、県産品振興等の一体的推進組織として商工労働部に新設する観
光交流局に、空港領域の空港利活用業務及び地域づくり領域の定住・二地域居
住推進業務を移管する。
■文化・スポーツ施策を総合的に推進するため、生活環境部から県民文化グ
ループ及び文化振興グループ、教育庁から生涯学習文化グループ及びスポーツ
グループを移管し、文化スポーツ局を新設する。
■２００９年FISフリースタイルスキー世界選手権猪苗代大会開催に向け支援を行
うため、課内室を設置する。

3 エネルギーグループ

1 情報統計管理グループ 1 情報統計管理課

3 土地調整グループ 3 土地・水調整課
4 首都機能移転・超学際グループ

2 地域振興グループ 2 地域振興課

地域づくり領域
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（４）生活環境部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

1 総務企画グループ

4 生活交通課
5 国際課

５領域１９グループ

（２）〔旅券室〕

（１）〔青少年育成室〕

6 旅券グループ
5 国際交流グループ

生活環境総室
1 生活環境総務課
2 消費生活課（消費生活センター）

3 人権男女共生課

4 自然保護グループ

環境保全領域 環境保全総室
1 一般廃棄物対策グループ 1 一般廃棄物課

〔出先〕消費生活センター

2 産業廃棄物対策グループ 2 産業廃棄物課
3 大気環境グループ

3 水・大気環境課4 水環境グループ
（１）〔不法投棄対策室〕

（１）〔環境評価景観室〕
3 環境評価景観グループ 2 自然保護課

環境共生領域 環境共生総室
1 環境活動推進グループ 1 環境共生課
2 循環型社会推進グループ

2 災害対策グループ 2 災害対策課
3 原子力安全グループ 3 原子力安全対策課

県民安全領域 県民安全総室
1 消防保安グループ 1 消防保安課

■消費者行政の体制強化を図るため、消費生活課を新設するとともに、消費生
活センターの業務を同課に統合し、相談業務を含め消費者行政を一元化する。
（消費生活センターの所在（窓口）は変更なし。）
■産業廃棄物不法投棄の未然防止対策を強化するため、産業廃棄物課内に不
法投棄対策室を設置する。
■より効果的な環境保全行政を遂行するため、業務の関連性が深い大気環境
グループと水環境グループを統合し、水・大気環境課を設置する。
■文化・スポーツ施策を総合的に推進するため、文化領域を企画調整部に移管
する。

企画調整部へ移管
文化領域
1 県民文化グループ
2 文化振興グループ

2 人権男女共生グループ
3 青少年グループ
4 生活交通グループ

４総室１３課（４室）

県民環境総務領域
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（５）保健福祉部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■高齢者福祉施策の充実強化を図るため、少子高齢社会対策グループと高齢
保健福祉グループを統合・再編し、高齢福祉課を設置する。
■子ども支援施策等の充実強化を図るため、少子高齢社会対策グループ、児童
家庭グループ及び子育て支援グループを統合・再編し、児童家庭課及び子育て
支援課を設置する。
■生活衛生分野における効率的、効果的な業務遂行のため、食品安全グループ
と環境衛生グループを統合し、食品生活衛生課を設置する。

4 環境衛生グループ 4 薬務課
5 薬務グループ

2 医療看護グループ 2 医療看護課
3 食品安全グループ 3 食品生活衛生課

健康衛生領域 健康衛生総室
1 健康増進グループ 1 健康増進課

2 子育て支援グループ 2 子育て支援課
3 障がい者支援グループ 3 障がい福祉課

自立支援領域 自立支援総室
1 児童家庭グループ 1 児童家庭課

3 高齢保健福祉グループ 3 高齢福祉課
4 介護保険グループ （１）〔介護保険室〕

1 地域福祉グループ 1 社会福祉課
2 指導監査グループ 2 福祉監査課

3 国民健康保険グループ

生活福祉領域 生活福祉総室

1 総務企画グループ 1 保健福祉総務課
2 少子高齢社会対策グループ 2 国民健康保険課 

４領域１５グループ ４総室１２課（1室）

保健福祉総務領域 保健福祉総室
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（６）商工労働部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

空港領域
1 空港交流グループ

1 総務企画グループ 1 商工総務課
2 団体支援グループ 2 団体支援課

2 産業創出グループ 2 産業創出課

4 雇用労政課4 商業まちづくりグループ

３領域１１グループ ２総室１局１１課

商工総務領域 商工労働総室

地域経済領域 産業振興総室

3 金融グループ

3 県産品振興戦略課

労働領域
1 労政グループ
2 技能振興グループ
3 雇用対策グループ

3 金融課

■観光振興、定住・二地域居住推進、空港利活用促進、県産品振興等の本県重
点施策を一体的かつ効果的に推進するため、観光交流局を新設する。
■商工労働施策を一体的に推進するため、労働領域を再編し、商工労働総室に
雇用労政課を設置するとともに、産業振興総室に産業人材育成課を設置する。

観光交流局
1 観光交流課
2 空港交流課

3 県産品振興グループ 3 商業まちづくり課
4 観光グループ 4 産業人材育成課

1 立地グループ 1 企業立地課
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（７）農林水産部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

５領域２９グループ ５総室２３課（３室）

農林総務領域 農林水産総室
1 総務予算グループ 1 農林総務課
2 農林企画グループ （１）〔農地調整室〕
3 農地利用調整グループ 2 農林企画課
4 農林技術管理グループ 3 農林技術課

経営支援領域 農業支援総室
1 普及教育グループ 1 農業振興課
2 担い手育成グループ （１）〔研究開発室〕
3 循環型農業グループ 2 農業担い手課
4 研究開発グループ 3 循環型農業課
5 協同組合グループ 4 農業経済課
6 金融共済グループ （２）〔金融共済室〕

生産流通領域 生産流通総室
1 農産物安全グループ 1 農産物安全課
2 流通消費グループ 2 農産物流通課
3 水田畑作グループ 3 水田畑作課
4 園芸振興グループ 4 園芸課

農村整備総室
1 農村計画グループ 1 農村計画課

5 畜産振興グループ 5 畜産課
6 衛生飼料グループ 6 水産課

6 治山対策グループ

4 県産材特産グループ 4 林道整備課
5 林道整備グループ 5 治山対策課

1 森林計画課

4 農村環境整備グループ 4 農業基盤整備課

3 森林整備グループ 3 林業振興課

5 農業基盤整備グループ 5 農地管理課

2 担い手緑化グループ 2 森林整備課
1 森林計画グループ

■畜産関係施策の一元化を図るため、畜産振興グループと衛生飼料グループを
統合し、畜産課を設置する。
■担い手緑化グループ、森林整備グループ、県産材特産グループを森林整備
課、林業振興課に再編する。

6 農地管理グループ

森林林業領域 森林林業総室

2 農山村整備グループ 2 農村振興課
3 農業水利グループ 3 農村環境整備課

7 水産グループ

農村整備領域
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（８）土木部

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

3 営繕グループ 3 営繕課
4 営繕設備グループ

■建設業法の施行、建設業の振興、入札制度の助言等を推進するため、企画技
術総室内に建設産業室を設置する。
■空港・港湾行政の一体的な推進のため、都市領域から河川港湾総室に空港管
理担当組織を移管し、空港施設室を設置する。
■都市行政の一体的な推進のため、まちづくり推進グループと都市整備グループ
を統合し、まちづくり推進課を設置する。

1 建築住宅企画グループ 1 建築住宅課
2 建築指導グループ 2 建築指導課

4 下水道グループ
5 空港管理グループ

建築領域 建築総室

2 まちづくり推進グループ 2 まちづくり推進課
3 都市整備グループ 3 下水道課

都市領域 都市総室
1 都市計画グループ 1 都市計画課

4 砂防グループ 4 港湾課
5 港湾漁港グループ （１）〔空港施設室〕

2 河川整備管理グループ 2 河川整備課
3 ダムグループ 3 砂防課

5 高速道路グループ

河川港湾領域 河川港湾総室
1 河川企画グループ 1 河川計画課

3 道路環境グループ 3 道路整備課
4 道路管理グループ （１）〔高速道路室〕

1 道路企画グループ 1 道路計画課
2 道路整備グループ 2 道路管理課

2 技術管理グループ 2 技術管理課
（１）〔建設産業室〕

道路領域 道路総室

企画技術領域 企画技術総室
1 土木企画グループ 1 土木企画課

1 総務予算グループ 1 土木総務課
2 用地グループ （１）〔用地室〕

６領域２３グループ ６総室１６課（４室）

土木総務領域 土木総室
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（９）出納局

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■総務管理グループと公金管理グループを統合・再編し、出納総務課を設置す
るとともに、入札等執行業務にかかる体制を強化するため、入札用度課を新設す
る。
■経理指導グループを審査指導グループに統合し、審査課を設置するとともに、
その課内室として給与旅費室を設置する。

５グループ ４課（１室）

1 総務管理グループ 1 出納総務課
2 公金管理グループ 2 入札用度課

5 工事検査グループ

3 審査指導グループ 3 審査課
4 経理指導グループ

4 工事検査課
（２）給与旅費室
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（１０）教育庁

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

企画へ移管

企画へ移管

（２）〔全国高等学校総合文化祭準備室〕

4 学校経営支援課5 健康教育グループ

学校教育総室

3 企画学力向上グループ
3 特別支援教育課4 特別支援教育グループ

2 学校生活健康課
1 奨学助成グループ
2 学習生活指導グループ

1 学習指導課

3 県立学校グループ
4 学校施設グループ

教育指導領域

1 免許財務グループ
2 市町村立学校グループ

3 社会教育グループ
4 文化財グループ
5 スポーツグループ

教育振興領域

4 福利課

生涯学習領域
1 施設運営グループ
2 生涯学習文化グループ

5 社会教育課
6 文化財課

3 福利厚生グループ （１）〔施設財産室〕
4 福利給付グループ 3 職員課

1 教育総務課
2 人事管理グループ 2 財務課

■教育に係る効率的・効果的な財政運営を図るため、各領域に分散している財務
関係事務を集約し、教育総務総室に財務課を新設する。
■学校に対する指導・支援体制の整備充実を図るため、教育指導領域と教育振興
領域を統合・再編し、学校教育総室を設置する。
■文化・スポーツ施策を総合的に推進するため、生涯学習文化グループとスポーツ
グループを企画調整部に移管する。

４領域１８グループ ２総室１０課（２室）

教育総務領域 教育総務総室
1 総務企画グループ

- 17 -



（１１）病院局

《主な改編内容》

■名称変更

1 管理グループ 1 病院総務課
2 経営改革グループ 2 病院経営改革課

２グループ ２課
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（１２）企業局

《主な改編内容》

【現    行】 【改正後】

■名称変更

３グループ ３課

1 経営企画課
2 販売推進グループ 2 販売推進課
3 業務管理グループ 3 工業用水道課

1 経営管理グループ
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（１3）選挙管理委員会事務局

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■選挙グループを廃止し、選挙担当とする。

1 選挙グループ 1 （選挙担当）

1グループ
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（１４）監査委員事務局

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

3 企業会計グループ 3 企業会計監査課

1 総務企画グループ 1 監査総務課
2 普通会計グループ 2 普通会計監査課

3課

■ 名称変更

3グループ
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（１５）人事委員会事務局

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■名称変更

1 総務審査グループ 1 総務審査課
2 採用給与グループ 2 採用給与課

2グループ 2課
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（１６）労働委員会事務局

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■名称変更

1 審査調整グループ 1 審査調整課

1グループ 1課
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《出先機関：総務部》
（１）地方振興局
【県中地方振興局の例】

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

4 課税第二グループ 4 課税第二課

2 環境グループ 2 環境課

出納室 出納室
1 出納グループ 1 出納課

県民環境部 県民環境部
1 県民生活グループ 1 県民生活課

2 納税グループ 2 納税課
3 課税第一グループ 3 課税第一課

地域連携室

企画商工部 企画商工部

1 管理グループ 1 管理課

■「グループ」を「課」に変更

３部１室１複合的組織

県税部

2 地域づくり・商工労政課

県税部

1 市町村支援グループ 1 市町村支援課
2 地域づくり・商工労政グループ

３部１室１複合的組織

地域連携室
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（2）東京事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

1 企画交流課

■東京事務所に「企画交流課」、「企業誘致課」を新設

２課

2 企業誘致課
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《出先機関：生活環境部》
（１）消費生活センター

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（２）環境センター

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■本庁消費生活課に統合（消費生活センターの所在（窓口）は変更なし。）

２グループ ２課

１センター 消費生活課に統合

■「グループ」を「課」に変更

消費生活センター 〔本庁〕消費生活課（消費生活センター）

2 調査分析グループ 2 調査分析課

環境センター 環境センター
1 企画管理グループ 1 企画管理課

- 26 -



《出先機関：保健福祉部》
（１）保健福祉事務所
【県北保健福祉事務所の例】

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

【県南保健福祉事務所棚倉支所】

【現    行】 【改編後】

2 衛生推進課

１支所 統合

棚倉支所 本所に統合

生活衛生部 生活衛生部
1 医療薬事グループ 1 医療薬事課
2 衛生推進グループ

2 生活保護グループ 2 生活保護課
3 健康増進グループ 3 健康増進課

1 総務グループ 1 総務課
2 地域支援グループ 2 地域支援課

健康福祉部 健康福祉部
1 保健福祉グループ 1 保健福祉課

３部７課

総務企画部 総務企画部

■「グループ」を「課」に変更
■棚倉支所を本所（県南保健福祉事務所）に統合
 また、会津坂下支所及び浪江支所についても、段階的に本所への
 統合を行う。

３部７グループ
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（２）県中児童相談所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（３）障がい者総合福祉センター

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（４）希望ヶ丘ホーム

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■「グループ」を「課」に変更

３グループ ３課

1 総務課

■相談判定課及び一時保護課の新設

１所１相談室 ２課１相談室

3 白河相談室

1 本所
2 白河相談室

1 相談判定課
2 一時保護課

3 知的障がい者福祉課3 生活支援グループ
2 相談判定グループ 2 身体障がい者福祉課
1 総務グループ

希望ヶ丘ホーム 希望ヶ丘ホーム廃止

■希望ヶ丘ホームの廃止

１施設 廃止
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（５）福島学園

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（６）衛生研究所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

3 理化学課

6 会津支所

4 試験検査課
5 県中支所
6 会津支所

4 試験検査グループ
5 県中支所

3 理化学グループ

1 総務グループ 1 総務課
2 指導支援グループ 2 指導支援課

４グループ２支所 ４課２支所

1 総務企画グループ 1 総務企画課
2 微生物グループ 2 微生物課

■「グループ」を「課」に変更

２グループ ２課

■「グループ」を「課」に変更
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《出先機関：商工労働部》
（１）計量検定所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（２）ハイテクプラザ

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（３）ハイテクプラザ福島技術支援センター

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（４）ハイテクプラザ会津若松技術支援センター

《主な改編内容》

1 繊維・材料グループ 1 繊維・材料科

ハイテクプラザ福島技術支援センター  ハイテクプラザ福島技術支援センター

4 生産・加工科
5 電子・情報科

■「グループ」を「科」に変更

１グループ １科

4 プロセス技術グループ
5 システム技術グループ

1 企画管理グループ 1 企画管理科
2 連携支援グループ
3 材料技術グループ

2 連携支援科
3 工業材料科

５グループ ５科

ハイテクプラザ   ハイテクプラザ

■「グループ」を「課」に変更

２グループ ２課

計量検定所  計量検定所

■「グループ」を「科」に変更

1 指導グループ 1 指導課
2 検定・検査グループ 2 検定・検査課
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【現    行】 【改編後】

（５）ハイテクプラザいわき技術支援センター

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

1 材料グループ 1 機械・材料科

■「グループ」を「科」に変更

１グループ １科

ハイテクプラザいわき技術支援センター  ハイテクプラザいわき技術支援センター

1 食品技術グループ 1 醸造・食品科
2 産業工芸グループ 2 産業工芸科

■「グループ」を「科」に変更

２グループ ２科

ハイテクプラザ会津若松技術支援センター  ハイテクプラザ会津若松技術支援センター
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《出先機関：農林水産部》
（１）農林事務所
【県北農林事務所の例】

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

企画部
1 地域農林企画課
2 指導調整課

農業振興普及部
1 農業振興課
2 地域農業推進課

（２）水産事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■「農業振興部」及び「農業普及部」を統合
■「企画部」を「総務部」及び「企画部」へ分離
■「グループ」を「課」に変更

農業振興部

1 総務グループ 1 総務課
2 地域農林企画室

５部１１グループ ５部１１課

企画部 総務部

農業普及部
1 地域農業推進グループ

1 農政グループ
2 振興グループ

2 経営支援グループ 3 経営支援課

農村整備部 農村整備部
1 農地計画グループ 1 農地計画課
2 農業基盤整備グループ 2 農業基盤整備課
3 農村環境整備グループ 3 農村環境整備課

森林林業部 森林林業部
1 林業グループ 1 林業課
2 森林土木グループ 2 森林土木課

■「グループ」を「課」に変更

２グループ ２課

1 総務グループ 1 総務課
2 漁業振興グループ 2 漁業振興課
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（３）農業総合センター
【農業総合センター本所の例】

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■「グループ」を「課」又は「科」に変更

５部１室１５グループ ５部１室１５課(科)

事務部 事務部
1 庶務・予算グループ 1 総務課
2 農場管理グループ 2 農場管理課

安全農業推進部 安全農業推進部
1 安全指導・有機認証グループ 1 指導・有機認証課
2 発生予察グループ 2 発生予察課

有機農業推進室 有機農業推進室

企画経営部 企画経営部
1 企画情報グループ 1 企画情報科
2 技術移転グループ 2 技術移転科
3 経営・農作業グループ 3 経営・農作業科

生産環境部 生産環境部
1 作物保護グループ 1 作物保護科
2 環境・作物栄養グループ 2 環境・作物栄養科
3 流通加工グループ 3 流通加工科

作物園芸部 作物園芸部
1 品種開発グループ 1 品種開発科
2 稲作グループ 2 稲作科

5 花きグループ 5 花き科

3 畑作グループ 3 畑作科
4 野菜グループ 4 野菜科
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《出先機関：土木部》
（１）建設事務所
【県北建設事務所の例】

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

3用地グループ 3用地課

1総務グループ 1総務課
2行政グループ 2行政課

■「グループ」を「課」に変更

４部１０グループ ４部１０課

総務部 総務部

企画管理部 企画管理部
1企画調査グループ 1企画調査課
2管理計画グループ 2管理計画課
3地域保全グループ 3地域保全課

事業部 事業部
1道路グループ 1道路課

1建築住宅課

2河川砂防グループ 2河川砂防課
3都市・施設グループ 3都市・施設課

建築住宅部 建築住宅部
1建築住宅グループ
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（２）あぶくま高原自動車道建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（３）相馬港湾建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（４）小名浜港湾建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

２グループ ２課

2建設課

３グループ ３課

1総務グループ 1総務課

５グループ ５課

2企画管理グループ 2企画管理課

3港営グループ 3港営課

1総務グループ 1総務課

■「グループ」を「課」に変更

■「グループ」を「課」に変更

■「グループ」を「課」に変更

3建設グループ 3建設課

1総務グループ 1総務課

2建設グループ

2管理グループ 2管理課

5建設グループ 5建設課
4企画調査グループ 4企画調査課
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（５）福島空港事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（６）県北流域下水道建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

（７）県中流域下水道建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

３グループ ３課

1総務グループ 1総務課
2施設グループ 2施設課
3建設グループ 3建設課

２グループ ２課

■「グループ」を「課」に変更

1総務グループ 1総務課

２グループ ２課

2建設グループ

■「グループ」を「課」に変更

2建設グループ 2建設課

■「グループ」を「課」に変更

1総務グループ 1総務課
2建設課
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（８）木戸ダム建設事務所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

２グループ 廃止

木戸ダム建設事務所 木戸ダム建設事務所廃止

■組織廃止
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《出先機関：病院局》
（１）会津総合病院

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

薬剤部 薬剤部

集中治療部

看護部 看護部

中央放射線部 中央放射線部

中央手術部 中央手術部

診療部

1 総務課

診療部

中央臨床病理部 中央臨床病理部

事務局 事務局

2 医事グループ 2 医事課
1 総務グループ

■「グループ」を「課」に変更
■より高度で良質な医療サービスの提供のため、集中治療部を新設

６部１局２グループ１室 ７部１局２課１室

経営企画室 経営企画室
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《出先機関：企業局》
（１）いわき事業所

《主な改編内容》

【現    行】 【改編後】

■「グループ」を「課」に変更

2施設管理グループ

２グループ ２課

2施設管理課
1総務グループ 1総務課
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《別紙：Ｆ・Ｆ改編組織の展開イメージ》

【Ａ総室】
《Ｃ課：部局筆頭課》

部主幹（兼） 副 課 長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
部内の企画調整 チェック・進行管理 主査・副主査・主事

課 長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
主査・副主査・主事

企画主幹 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
部内の企画調整 主査・副主査・主事

政 策 監
所属長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理

主査・副主査・主事

《Ｄ課：筆頭課以外》

課 長 副 課 長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
チェック・進行管理 主査・副主査・主事

主任主査（○○担当） チェック・進行管理
主査・副主査・主事

《Ｅ課：筆頭課以外》

チェック・進行管理
課 長 副 課 長

部 長
チェック・進行管理

主 幹
特命事項対応

政 策 監

【Ｂ総室】
《Ｆ課：総室筆頭課》

課 長 総括主幹（兼） 副 課 長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
総室内の企画調整 チェック・進行管理 主査・副主査・主事

主任主査（○○担当） チェック・進行管理
主査・副主査・主事

次 長
所属長

《Ｇ課：筆頭課以外》

チェック・進行管理
課 長 副 課 長

チェック・進行管理

室 長 チェック・進行管理

《Ｈ課：筆頭課以外》

課 長 主幹（兼） 副 課 長 主任主査（○○担当） チェック・進行管理
特命事項対応 チェック・進行管理 主査・副主査・主事

主任主査（○○担当） チェック・進行管理
主査・副主査・主事

主任主査（○○担当）
主査・副主査・主事

（兼）主任主査（○○担当）
主査・副主査・主事

主任主査（○○担当）
主査・副主査・主事

主査・副主査・主事

主任主査（○○担当）
主査・副主査・主事

（兼）主任主査（○○担当）
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